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1.  平成22年3月期第2四半期（中間期）の業績（平成21年4月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 財政状態 

(注1）「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。 
(注2）「単体自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当 
   であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。  

(1) 経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年9月中間期 5,372 △5.7 139 △64.8 61 △73.5
20年9月中間期 5,701 5.7 395 △61.7 231 △58.2

1株当たり中間純利益
潜在株式調整後1株当たり中間純

利益
円 銭 円 銭

21年9月中間期 2.27 ―
20年9月中間期 8.48 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
単体自己資本比率

（国内基準）
百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

21年9月中間期 434,662 18,211 4.1 670.56 8.85
21年3月期 418,516 16,806 4.0 618.72 8.92

（参考） 自己資本   21年9月中間期  18,211百万円 21年3月期  16,806百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00
22年3月期 ― 2.50
22年3月期 

（予想）
― 2.50 5.00

3.  平成22年3月期の業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  有   

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,600 △7.1 400 19.7 200 16.9 7.36
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4.  その他 

(1) 中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
に記載されるもの) 

〔（注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】4.その他をご覧ください。〕 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年9月中間期 27,371,605株 21年3月期  27,371,605株
② 期末自己株式数 21年9月中間期  212,678株 21年3月期  208,950株
③ 期中平均株式数（中間期） 21年9月中間期 27,160,351株 20年9月中間期 27,246,553株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第2項に規定する事業を行う会社）に該当するため、第２四半期会計 
期間については、中間財務諸表を作成しております。 
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ 
いており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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【定性的情報・財務諸表等】

１．経営成績に関する定性的情報

　当中間期の経営成績につきましては、経常収益は、資金運用収益やその他業務収益の減少等を主因に前年同

期比３億２９百万円減少し５３億７２百万円となりました。

　一方、経常費用は、資金調達費用や役務取引等費用の減少等を主因に前年同期比７２百万円減少し５２億３３

百万円となりました。

　その結果、経常利益は、前年同期比２億５６百万円減少の１億３９百万円となり、中間純利益は６１百万円となり

ました。

２．財政状態に関する定性的情報

　当中間期末の主要勘定残高につきましては、預金及び譲渡性預金は、前事業年度末比１５１億５０百万円増加

の４，１０８億２５百万円となりました。貸出金につきましても、前事業年度末比４億４３百万円増加の３，２４１億３０

百万円となりました。

　資産につきましては、有価証券やコールローン等の増加により、前事業年度末比１６１億４６百万円増加の４，３

４６億６２百万円となりました。

　負債につきましては、預金等の増加により前事業年度末比１４７億４０百万円増加の４，１６４億５０百万円となりま

した。

　純資産につきましては、その他有価証券評価差額金の増加等により前事業年度末比１４億５百万円増加の１８２

億１１百万円となりました。

３．業績予想に関する定性的情報

　平成２２年３月期通期につきましては、経常収益１０６億円、経常利益４億円、当期純利益２億円の業績を見込ん

でおります。

　（平成２１年５月公表値　経常収益１０４億円、経常利益３億３０百万円、当期純利益２億円）

４．その他

（１）中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

　 　該当事項はありません。
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５.【中間財務諸表】 
(1)【中間貸借対照表】 

(単位：百万円)

当中間会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 8,105 21,202

コールローン 10,300 －

買入金銭債権 1 1

商品有価証券 52 92

有価証券 79,368 60,068

貸出金 324,130 323,687

外国為替 120 101

その他資産 983 1,061

有形固定資産 13,302 13,106

無形固定資産 102 116

繰延税金資産 3,326 4,312

支払承諾見返 366 371

貸倒引当金 △5,497 △5,607

資産の部合計 434,662 418,516

負債の部   

預金 409,002 392,525

譲渡性預金 1,822 3,150

その他負債 2,188 2,465

未払法人税等 18 150

その他の負債 2,170 2,314

退職給付引当金 101 251

役員退職慰労引当金 192 171

睡眠預金払戻損失引当金 122 122

再評価に係る繰延税金負債 2,653 2,653

支払承諾 366 371

負債の部合計 416,450 401,710

純資産の部   

資本金 2,500 2,500

資本剰余金 1,203 1,203

資本準備金 1,203 1,203

利益剰余金 12,005 12,011

利益準備金 1,396 1,396

その他利益剰余金 10,609 10,615

固定資産圧縮積立金 483 485

別途積立金 9,775 9,775

繰越利益剰余金 350 355

自己株式 △96 △95

株主資本合計 15,612 15,620

その他有価証券評価差額金 △1,273 △2,687

土地再評価差額金 3,872 3,872

評価・換算差額等合計 2,599 1,185

純資産の部合計 18,211 16,806

負債及び純資産の部合計 434,662 418,516

㈱福岡中央銀行(8540) 平成22年3月期第2四半期決算短信(非連結)

－4－



(2)【中間損益計算書】 

(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

経常収益 5,701 5,372

資金運用収益 4,983 4,721

（うち貸出金利息） 4,223 4,130

（うち有価証券利息配当金） 711 581

役務取引等収益 352 370

その他業務収益 154 1

その他経常収益 210 279

経常費用 5,305 5,233

資金調達費用 752 642

（うち預金利息） 745 637

役務取引等費用 396 364

その他業務費用 0 －

営業経費 3,246 3,233

その他経常費用 910 991

経常利益 395 139

特別損失 37 41

固定資産処分損 10 18

減損損失 27 22

税引前中間純利益 358 97

法人税、住民税及び事業税 261 9

法人税等調整額 △134 26

法人税等合計 127 35

中間純利益 231 61
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(3)【中間株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,500 2,500

当中間期変動額   

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 2,500 2,500

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,203 1,203

当中間期変動額   

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 1,203 1,203

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,396 1,396

当中間期変動額   

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 1,396 1,396

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 489 485

当中間期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △1 △1

当中間期変動額合計 △1 △1

当中間期末残高 487 483

別途積立金   

前期末残高 9,575 9,775

当中間期変動額   

別途積立金の積立 200 －

当中間期変動額合計 200 －

当中間期末残高 9,775 9,775

繰越利益剰余金   

前期末残高 516 355

当中間期変動額   

剰余金の配当 △68 △67

中間純利益 231 61

自己株式の処分 △0 －

固定資産圧縮積立金の取崩 1 1

別途積立金の積立 △200 －

当中間期変動額合計 △34 △4

当中間期末残高 481 350
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(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 11,977 12,011

当中間期変動額   

剰余金の配当 △68 △67

中間純利益 231 61

自己株式の処分 △0 －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

当中間期変動額合計 163 △6

当中間期末残高 12,140 12,005

自己株式   

前期末残高 △58 △95

当中間期変動額   

自己株式の取得 △6 △1

自己株式の処分 0 －

当中間期変動額合計 △6 △1

当中間期末残高 △65 △96

株主資本合計   

前期末残高 15,622 15,620

当中間期変動額   

剰余金の配当 △68 △67

中間純利益 231 61

自己株式の取得 △6 △1

自己株式の処分 0 －

当中間期変動額合計 156 △7

当中間期末残高 15,778 15,612

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 130 △2,687

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△1,225 1,413

当中間期変動額合計 △1,225 1,413

当中間期末残高 △1,095 △1,273

土地再評価差額金   

前期末残高 3,872 3,872

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

－ －

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 3,872 3,872

評価・換算差額等合計   

前期末残高 4,002 1,185
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(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△1,225 1,413

当中間期変動額合計 △1,225 1,413

当中間期末残高 2,777 2,599

純資産合計   

前期末残高 19,625 16,806

当中間期変動額   

剰余金の配当 △68 △67

中間純利益 231 61

自己株式の取得 △6 △1

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△1,225 1,413

当中間期変動額合計 △1,069 1,405

当中間期末残高 18,555 18,211
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(4)【中間キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 358 97

減価償却費 168 197

減損損失 27 22

貸倒引当金の増減（△） 676 △109

退職給付引当金の増減額（△は減少） △192 △149

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △79 21

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △5 0

資金運用収益 △4,983 △4,721

資金調達費用 752 642

有価証券関係損益（△） △224 260

為替差損益（△は益） 1 0

固定資産処分損益（△は益） 10 18

貸出金の純増（△）減 2,278 △443

預金の純増減（△） △163 16,476

譲渡性預金の純増減（△） 5,870 △1,327

預け金（預入期間三ヶ月超）の純増（△）減 － 502

コールローン等の純増（△）減 △15,966 △10,299

外国為替（資産）の純増（△）減 △16 △19

資金運用による収入 4,904 4,738

資金調達による支出 △640 △795

その他 49 106

小計 △7,175 5,220

法人税等の支払額 △384 △138

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,559 5,081

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △47,234 △24,199

有価証券の売却による収入 4,783 1,513

有価証券の償還による収入 29,753 5,505

有形固定資産の取得による支出 △661 △400

有形固定資産の除却による支出 － △11

無形固定資産の取得による支出 △25 △15

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,384 △17,607

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △68 △67

自己株式の取得による支出 △6 △1

自己株式の売却による収入 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △74 △69

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △21,019 △12,595

現金及び現金同等物の期首残高 28,551 20,471

現金及び現金同等物の中間期末残高 7,531 7,876
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 【継続企業の前提に関する注記】 

該当事項はありません。 

 

【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

1．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法(売却原価は移動平均法により算定)により行っております。 

2．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有

価証券のうち時価のある株式については中間期末月１カ月平均の市場価格等に基づく時価法(売却原価

は移動平均法により算定)、債券については中間決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移動平

均法により算定)、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っており

ます。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

4．固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産(リース資産を除く) 

有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建  物        6 年～50 年 

その他        3 年～20 年 

(2)無形固定資産(リース資産を除く) 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行

内における利用可能期間(5 年)に基づいて償却しております。 

(3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」(及び無形固定資産)中のリース資

産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。また、残存価額については、リース契

約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

 なお、該当するリース資産はありません。 



       －11－          

㈱福岡中央銀行(8540) 平成22年3月期第2四半期決算短信(非連結) 

 

5．引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」(日本公

認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第 4 号)に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債

権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率

等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻

先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債

権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権に

ついては、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿

価額との差額を貸倒引当金とする方法(キャッシュ・フロー見積法)により引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査

定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

(2)退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務         その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(5 年)による定額

法により損益処理 

数理計算上の差異     各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(5 年)による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

(3)役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支

給見積額のうち、当中間会計期間末までに発生していると認められる額を計上しております。 

(4)睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるた

め、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

6．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

7．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年 4 月 1 日前に開始する

事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
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8．ヘッジ会計の方法 

 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第 25 号。）に規定する繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う

通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等

に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評

価しております。 

9．消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

10．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間貸借対照表上の「現金預け金」のうち現

金及び預入期間が 3 ヵ月以内の預け金であります。 
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【注記事項】 

(中間貸借対照表関係) 

1．貸出金のうち、破綻先債権額は 2,463 百万円、延滞債権額は 11,870 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令(昭和 40 年政令

第 97 号)第 96 条第 1項第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている

貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

2. 貸出金のうち、3 カ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から 3 月以上遅延している

貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

3. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 1,909 百万円であります。 

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び 3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

4. 破綻先債権額、延滞債権額、3 カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 16,243 百万円

であります。 

なお、上記 1．から 4．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

   5. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」という。)に基づき金

融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）

担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は 7,781 百万円であります。 

6. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

     有価証券   227 百万円 

     預け金     4 百万円  

担保資産に対応する債務 

預金     352 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券 9,772 百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は 4 百万円であります。 

なお、手形の再割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しておりますが、

これにより引き渡した商業手形及び買入外国為替は該当ありません。 
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7. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約す

る契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、22,931 百万円であります。このうち原契約

期間が１年以内のものが 18,523 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた

融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時に

おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内

手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じておりま

す。 

8. 土地の再評価に関する法律(平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

     再評価を行った年月日            

平成 10 年 3 月 31 日 

    同法律第 3 条第 3 項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号)第 2 条第 4 号に定める当

該事業用土地について地価税法(平成 3 年法律第 69 号)第 16 号に規定する地価税の課税価格の計算の

基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理

的な調整を行って算定する方法に基づいて、算出。 

同法律第 10条に定める再評価を行った事業用の土地の当中間会計期間末における時価の合計額と当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額     3,007 百万円 

9. 有形固定資産の減価償却累計額               5,359 百万円 

10. １株当たりの純資産額                      670 円 56 銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



       －15－          

㈱福岡中央銀行(8540) 平成 22 年 3 月期第 2 四半期決算短信(非連結) 

 

(中間損益計算書関係) 

1．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額 410 百万円及び株式等売却損 224 百万円、株式等償却 221

百万円を含んでおります。 

2．1 株当たり中間純利益金額  2 円 27 銭 

3. 当中間会計期間において、以下の資産について、営業店舗の建替え等により投資額の回収が見込めな

くなったことに伴い、減損損失を計上しております。 

地域 福岡県 

主な用途 遊休資産1ヵ所 

種類 建物その他 

減損損失額 22百万円 

稼動資産のグルーピングの単位は営業店とし、出張所は母店と同一グループとしております。また、

遊休資産についてはそれぞれを単独の単位としております。 

当中間会計期間の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額によっており、主として

「不動産鑑定評価額」又は「地価税法第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価

額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」より処分費用見込額を控除

して算定しております。 

 

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 前事業年度末 

 株式数 

当中間会計期間

増加株式数 

当中間会計期間

減少株式数 

当中間会計期間

末株式数 
摘要 

発行済株式   

普通株式 27,371 ― ― 27,371 

合計 27,371 ― ― 27,371 

自己株式   

普通株式 208 3 ― 212 注 

合計 208 3 ― 212 

注．自己株式の増加及び減少は、それぞれ単元未満株式の買取及び買増請求によるものであります。 
 

2．配当に関する事項 

（1）当中間会計期間中の配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
 配当金 

 の総額 

 １株当たり

 の金額 
基準日 効力発生日 

平成 21 年 6 月 26 日 

定時株主総会 
普通株式  67 百万円  2.50 円  平成 21 年 3 月 31 日  平成 21 年 6 月 29 日 

 

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの 

（決議予定） 
株式の 

種類 

 配当金 

 の総額 
 配当の原資

 １株当たり 

 の金額 
基準日 効力発生日 

平成 21 年 11 月 26 日 

取締役会 

普通 

株式 
67 百万円 

 その他 

 利益剰余金
2.50 円 平成 21 年 9 月 30 日  平成 21 年 12 月 7 日
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(中間キャッシュフロー計算書関係) 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

                (単位：百万円) 

    現金預け金勘定         8,105 

    定期預け金(預入期間 3 ヵ月超)   △229 

    現金及び現金同等物       7,876 

 

 

(有価証券関係) 

中間貸借対照表の「有価証券」を記載しております。 

なお、「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの」は、該当ありません。 

 

1．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成 21 年 9 月 30 日現在) 

 中間貸借対照表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他 5,000 4,547 △452

(注) 時価は、当中間会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

 

2．その他有価証券で時価のあるもの(平成 21 年 9 月 30 日現在) 

 取得原価 
(百万円) 

中間貸借対照表計上額 
(百万円) 

評価差額 
(百万円) 

株式 8,985 7,997 △987

債券 55,292 55,551 259

国債 27,849 28,160 311

地方債 2,667 2,720 53

社債 24,775 24,669 △105

その他 11,642 10,232 △1,409

合計 75,920 73,781 △2,138

(注)1．中間貸借対照表計上額は、株式等については当中間会計期間末前１ヵ月の市場価格等の平均に基

づいて算定された額により、また、それ以外については、当中間会計期間末日における市場価格等

に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。 

2．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落し 

ており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をも

って中間貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当中間会計期間の損失として処理(以下「減損

処理」という。)しております。 

当中間会計期間における減損処理額は、株式 202 百万円であります。 
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有価証券の減損処理については、中間決算時の時価の下落率が簿価の 30%以上であるものを対象と

しております。時価の下落率が簿価の 50%以上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当

することとして減損処理を行っております。また、時価の下落率が 30%以上 50%未満である場合は回

復可能性の判定を行い、減損処理を行っております。 

 

3．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額(平成 21 年 9 月 30 日現在) 

内 容 金額(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 574

その他 12

 

 

(金銭の信託関係) 

1．満期保有目的の金銭の信託(平成 21 年 9 月 30 日現在) 

      該当ありません。 

 

2．その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成 21 年 9 月 30 日現在) 

      該当ありません。 

 

 

(税効果会計関係) 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産  

貸倒引当金               2,051 百万円 

退職給付引当金               41 

減価償却                 129 

その他有価証券評価差額金         864 

その他                  629     

繰延税金資産小計             3,717 

評価性引当額                 △61     

繰延税金資産合計             3,655     

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立額           △328     

繰延税金負債合計             △328     

繰延税金資産の純額            3,326 百万円 
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Ⅰ 平成22年3月期 第2四半期決算の概況

１．損益状況
（百万円）

２１年中間期 ２０年中間期
２０年中間期比 増減率

4,085 △ 257 4,342
4,085 △ 104 4,189
4,021 △ 227 4,248

資 金 利 益 4,016 △ 126 4,142
役 務 取 引 等 利 益 4 49 △ 45
そ の 他 業 務 利 益 0 △ 152 152
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ） - △ 152 152

64 △ 29 93
資 金 利 益 62 △ 27 89
役 務 取 引 等 利 益 0 △ 1 1
そ の 他 業 務 利 益 1 △ 1 2
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ） - - -

3,131 △ 61 3,192
1,786 △ 147 1,933
1,171 78 1,093

173 7 166
953 △ 196 1,149 -17.06%
953 △ 44 997 -4.41%

△ 152 △ 387 235
1,106 192 914 21.01%

- △ 152 152
△ 967 △ 449 △ 518
△ 260 △ 332 72

676 83 593
貸 出 金 償 却 0 0 0
個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額 563 △ 7 570
共 同 債 権 買 取 機 構 売 却 損 - - -
延 滞 債 権 売 却 損 3 0 3
債 権 売 却 損 失 引 当 金 繰 入 額 - - -
取 引 先 支 援 損 - - -
そ の 他 109 91 18

523 △ 305 828
139 △ 256 395

△ 41 △ 4 △ 37
△ 18 △ 8 △ 10

固 定 資 産 処 分 益 - - -
固 定 資 産 処 分 損 18 8 10

22 △ 5 27
97 △ 261 358
9 △ 252 261

26 160 △ 134
35 △ 92 127
61 △ 170 231中 間 純 利 益

税 引 前 中 間 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 合 計

経 常 利 益
特 別 損 益

う ち 固 定 資 産 処 分 損 益

法 人 税 等 調 整 額

う ち 減 損 損 失

臨 時 損 益
う ち 株 式 等 損 益 （ ３ 勘 定 尻 ）
う ち 不 良 債 権 処 理 額

不良債権処理額（含む一般貸倒引当金繰入）

除 く 国 債 等 債 券 損 益
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
業 務 純 益

う ち 国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ）

（ 除 く 国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ） ）
業 務 粗 利 益

国 内 業 務 粗 利 益

国 際 業 務 粗 利 益

業 務 純 益 （ 一 般 貸 倒 繰 入 前 ）

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）
人 件 費
物 件 費
税 金

－1－
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２．業務純益 （百万円）
２１年中間期 ２０年中間期

２０年中間期比
（１）業務純益（一般貸倒繰入前） 953 △ 196 1,149

職員一人当たり（千円） 1,715 △ 454 2,169
（２）業務純益 1,106 192 914

職員一人当たり（千円） 1,989 264 1,725

３．利鞘 （％）
２１年中間期 ２０年中間期

２０年中間期比
（１）資金運用利回（Ａ） 2.26 △ 0.20 2.46

（イ）貸出金利回 2.57 △ 0.21 2.78
（ロ）有価証券利回 1.44 △ 0.25 1.69

（２）資金調達原価（Ｂ） 1.84 △ 0.15 1.99
（イ）預金等利回 0.31 △ 0.06 0.37
（ロ）外部負債利回 - - -

（３）総資金利鞘（Ａ）－（Ｂ） 0.42 △ 0.05 0.47

《参考》 国内部門の利鞘 （％）
２１年中間期 ２０年中間期

２０年中間期比
（１）資金運用利回（Ａ） 2.23 △ 0.18 2.41

（イ）貸出金利回 2.57 △ 0.21 2.78
（ロ）有価証券利回 1.43 △ 0.20 1.63

（２）資金調達原価（Ｂ） 1.83 △ 0.15 1.98
（イ）預金等利回 0.31 △ 0.06 0.37
（ロ）外部負債利回 - - -

（３）総資金利鞘（Ａ）－（Ｂ） 0.40 △ 0.03 0.43

４．有価証券関係損益 （百万円）
２１年中間期 ２０年中間期

２０年中間期比
国債等債券損益（５勘定尻） - △ 152 152

売却益 - △ 152 152
償還益 - - -
売却損 - - -
償還損 - - -
償却 - - -

株式等損益（３勘定尻） △ 260 △ 332 72
売却益 185 41 144
売却損 224 224 0
償却 221 149 72

－2－
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５．自己資本比率（国内基準） （ ％ 百万円）

2１年9月末 2１年3月末 20年9月末

[速報値] 2１年3月末比 20年9月末比

（１）自己資本比率 8.85 △ 0.07 0.27 8.92 8.58

     （ＴｉｅｒⅠ比率） 6.93 △ 0.08 0.27 7.01 6.66

（２）ＴｉｅｒⅠ 15,544 △ 8 930 15,552 14,614

（３）ＴｉｅｒⅡ 4,336 14 29 4,322 4,307

    （イ）うち自己資本に計上された

         有価証券含み益

    （ロ）うち自己資本に計上された

         再評価差額

    （ハ）うち一般貸倒引当金残高 1,399 14 28 1,385 1,371

    （ニ）うち劣後ローン（債券）残高 - - - - -

（４）控除項目

    （他の金融機関の資本調達手段

      の意図的な保有相当額）

（５）自己資本   (2)+(3)-(4) 19,831 58 1,009 19,773 18,822

（６）リスクアセット 223,993 2,338 4,632 221,655 219,361

６．ＲＯＥ （％）

2１年中間期 20年中間期

20年中間期比

業務純益ベース 12.60 3.05 9.55

中間純利益ベース 0.70 △ 1.71 2.41

（算式）      業務純益（中間純利益）÷１８３×３６５

            （期首純資産の部合計＋中間期末純資産の部合計）÷２

50 △ 50 △ 50 100100

2,936 - - 2,9362,936

-- - - -

－3－
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Ⅱ 貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

部分直接償却は実施していない

破綻先・実質破綻先・破綻懸念先の未収利息は不計上としている

（百万円）

21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

破綻先債権 2,463 459 716 2,004 1,747

延滞債権 11,870 957 517 10,913 11,353

３カ月以上延滞債権 - - - - -

貸出条件緩和債権 1,909 113 △ 269 1,796 2,178

合  計 16,243 1,529 965 14,714 15,278

（百万円）

貸出金残高（末残） 324,130 443 19,269 323,687 304,861

（％）

破綻先債権 0.75 0.14 0.18 0.61 0.57

延滞債権 3.66 0.29 △ 0.06 3.37 3.72

３カ月以上延滞債権 - - - - -

貸出条件緩和債権 0.58 0.03 △ 0.13 0.55 0.71

合  計 5.01 0.47 0.00 4.54 5.01

２．貸倒引当金等の状況

（百万円）

21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

貸倒引当金 5,497 △ 110 346 5,607 5,151

一般貸倒引当金 2,712 △ 152 667 2,864 2,045

個別貸倒引当金 2,785 43 △ 321 2,742 3,106

３．リスク管理債権に対する引当率

（％）

21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

部分直接償却・実施せず 33.84 △ 4.26 0.13 38.10 33.71

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比
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４．金融再生法開示債権 部分直接償却は実施していない

（百万円）

21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 9,822 1,258 2,590 8,564 7,232

危険債権 4,577 161 △ 1,349 4,416 5,926

要管理債権 1,909 113 △ 269 1,796 2,178

合   計 （Ａ） 16,309 1,532 973 14,777 15,336

正常債権 （Ｂ） 308,446 △ 1,113 18,246 309,559 290,200

総与信額  (Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） 324,755 419 19,218 324,336 305,537

総与信残高比（Ａ）／（Ｃ）             （％） 5.02 0.47 0.01 4.55 5.01

５．金融再生法開示債権の保全状況

（百万円）

21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

保全額（Ｃ） 14,911 1,398 848 13,513 14,063

貸倒引当金 3,267 0 △ 163 3,267 3,430

担保保証等 11,644 1,399 1,012 10,245 10,632

保全率（Ｃ）／（Ａ）　　　　　　　　　　（％） 91.43 △ 0.01 △ 0.26 91.44 91.69

 《参考》金融再生法開示債権の保全内訳 （％ 百万円）

債権額 保全等カバー 保全率

引当金 担保・保証等

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 9,822 9,822 2,106 7,715 100.00

危険債権 4,577 4,287 675 3,611 93.67

要管理債権 1,909 802 484 317 41.99

合   計 16,309 14,911 3,267 11,644 91.43

 《参考》自己査定結果（分類額） （百万円）

21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

総与信残高 324,755 419 19,218 324,336 305,537

非分類額 228,477 △ 4,417 13,423 232,894 215,054

分類額合計 96,278 4,836 5,796 91,442 90,482

Ⅱ分類 96,014 4,839 6,000 91,175 90,014

Ⅲ分類 263 △ 4 △ 205 267 468

Ⅳ分類 - - - - -

※ 分類額は個別貸倒引当金控除後の金額

 《参考》自己査定結果（債務者区分別残高） （百万円）

21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

破綻先 2,472 463 725 2,009 1,747

実質破綻先 7,350 796 1,866 6,554 5,484

破綻懸念先 4,577 161 △ 1,349 4,416 5,926

要注意先 175,292 6,449 26,481 168,843 148,811

正常先 135,064 △ 7,448 △ 8,503 142,512 143,567

総与信残高 324,755 419 19,218 324,336 305,537

－5－
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６．業種別貸出状況等

① 業種別貸出金 （百万円）
21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

国内店分
（除く特別国際金融取引勘定） - - - 323,687 304,861

製造業 - - - 21,638 19,365
農業 - - - 191 208
林業 - - - - -
漁業 - - - 51 102
鉱業 - - - 5,079 5,177
建設業 - - - 37,756 33,505
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - 2,365 2,390
情報通信業 - - - 2,851 3,820
運輸業 - - - 11,261 9,210
卸売・小売業 - - - 36,877 31,724
金融・保険業 - - - 15,829 16,239
不動産業 - - - 51,143 46,395
各種サービス業 - - - 45,312 40,501
地方公共団体 - - - 11,472 15,374
その他 - - - 81,855 80,847

（百万円）
21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

国内店分
（除く特別国際金融取引勘定） 324,130 - - - -

製造業 20,620 - - - -
農業、林業 236 - - - -
漁業 75 - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1,946 - - - -
建設業 39,863 - - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 2,341 - - - -
情報通信業 3,737 - - - -
運輸業、郵便業 11,714 - - - -
卸売業、小売業 38,257 - - - -
金融業、保険業 15,730 - - - -
不動産業、物品賃貸業 54,059 - - - -
各種サービス業 44,367 - - - -
地方公共団体 8,723 - - - -
その他 82,456 - - - -

※日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）に伴い、業種の表示を一部変更しております。

－6－
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② 業種別リスク管理債権 （百万円）
21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

国内店分
（除く特別国際金融取引勘定） - - - 14,714 15,278

製造業 - - - 1,757 1,508
農業 - - - 7 8
林業 - - - - -
漁業 - - - - -
鉱業 - - - - -
建設業 - - - 2,173 2,006
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -
情報通信業 - - - 57 57
運輸業 - - - 430 1,110
卸売・小売業 - - - 2,174 2,045
金融・保険業 - - - 1,114 1,305
不動産業 - - - 1,918 2,043
各種サービス業 - - - 2,944 3,147
地方公共団体 - - - - -
その他 - - - 2,136 2,044

（百万円）
21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

国内店分
（除く特別国際金融取引勘定） 16,243 - - - -

製造業 1,605 - - - -
農業、林業 7 - - - -
漁業 - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -
建設業 2,865 - - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -
情報通信業 100 - - - -
運輸業、郵便業 607 - - - -
卸売業、小売業 2,839 - - - -
金融業、保険業 1,017 - - - -
不動産業、物品賃貸業 2,304 - - - -
各種サービス業 2,460 - - - -
地方公共団体 - - - - -
その他 2,433 - - - -

※日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）に伴い、業種の表示を一部変更しております。

③ 消費者ローン残高 （百万円）
21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

消費者ローン残高 54,020 328 △ 441 53,692 54,461
うち住宅ローン残高 36,729 1,037 1,822 35,692 34,907
うちその他ローン残高 17,290 △ 709 △ 2,263 17,999 19,553

④ 中小企業等貸出比率、残高 （％ 百万円）
21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

中小企業等貸出比率 91.04 0.33 2.50 90.71 88.54
財務省向け貸出金を除いた場合の比率※ 91.04 △ 0.52 1.62 91.56 89.42

中小企業等貸出残高 295,111 1,478 25,177 293,633 269,934
※総貸出金残高から財務省向け貸出金を除いた場合の中小企業等貸出比率
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７．国別貸出状況等

該当ありません

８．預金、貸出金の残高 （百万円 ％）
２１年中間期 ２０年中間期 増減率

20年中間期比

総預金　　　　　　　（末残） 410,825 10,877 399,948 2.71
預金　　　 　　（末残） 409,002 17,035 391,967 4.34
譲渡性預金　（末残） 1,822 △ 6,158 7,980 △ 77.16

総預金　　　　　　　（平残） 408,356 13,237 395,119 3.35
預金　　　 　　（平残） 406,095 17,321 388,774 4.45
譲渡性預金　（平残） 2,260 △ 4,084 6,344 △ 64.37

貸出金（末残） 324,130 19,269 304,861 6.32
         （平残） 319,526 17,207 302,319 5.69

《参考》 個人、法人別預金内訳
（期中平均残高ベース） （百万円 ％）

２１年中間期 ２０年中間期 増減率
20年中間期比

個人預金 307,267 △ 1,824 309,091 △ 0.59
流動性預金 72,237 4,083 68,154 5.99
固定性預金 235,030 △ 5,907 240,937 △ 2.45

法人預金 80,195 8,812 71,383 12.34
流動性預金 49,091 8,202 40,889 20.05
固定性預金 31,103 610 30,493 2.00

合計 387,463 6,989 380,474 1.83
流動性預金 121,329 12,286 109,043 11.26
固定性預金 266,134 △ 5,296 271,430 △ 1.95

《参考》 信用保証協会保証付融資残高
（百万円）

21年9月末 21年3月末 20年9月末
21年3月末比 20年9月末比

信用保証協会保証付融資残高 91,714 2,413 28,567 89,301 63,147
※ 融資残高に占める信用保証協会保証付融資残高の割合    ２８．２％

９．役職員数及び拠点数

① 役職員数
21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

役員数 13 - - 13 13
従業員数 550 37 20 513 530
※従業員数には出向を含み、嘱託・臨時雇を除く

② 拠点数
21年9月末 21年3月末 20年9月末

21年3月末比 20年9月末比

国内本支店 41 - - 41 41
うち出張所 2 - - 2 2
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Ⅲ．追加質問項目

１．自己資本について （百万円 ％）

リスクアセット 自己資本 自己資本中の 自己資本比率

Ｔｉｅｒ１ Ｔｉｅｒ２ 繰延税金資産

２００９年３月期 221,655 19,773 15,552 4,322 4,312 8.92

２００９年９月期 223,993 19,831 15,544 4,336 3,326 8.85

２．業務純益について （百万円）

一般貸引繰入前 一般貸引繰入後

除く債券損益

０８年３月期 2,739 2,429 2,830

０９年３月期 2,012 1,854 957

１０年３月期期初予想 1,550 1,550 1,450

１０年３月期今回予想 1,848 1,848 1,950

   ０７年９月中間期 1,269 1,269 1,269

   ０８年９月中間期 1,149 997 914

   ０９年９月中間期期初予想 700 700 650

   ０９年９月中間期 953 953 1,106

３．不良債権について
（１）処理損失 （百万円）

①一般貸倒引当金 ②不良債権処理額 総与信費用

純繰入額 ※１ ①＋②

０８年３月期 △ 90 1,891 1,800

０９年３月期 1,054 559 1,614

１０年３月期期初予想 100 950 1,050

１０年３月期今回予想 △ 102 1,176 1,073

   ０７年９月中間期        ※２ - 123 123

   ０８年９月中間期　　　　 235 593 828

   ０９年９月中間期期初予想 50 450 500

   ０９年９月中間期　　　　 △ 152 676 523

※１ 不良債権処理額は個別貸倒引当金純繰入額、貸出金償却など臨時損益段階の合計。

※２ 貸倒引当金取崩額89百万円(一般貸倒引当金取崩額156百万円、個別貸倒引当金繰入額67百万円)は「特別利益」に計上しており、

　 貸出金償却0百万円及び延滞債権売却損123百万円と合計した不良債権処理額は34百万円になります。

（２）残高 （百万円）

自己査定

    ①破綻・ ②破綻懸念先 破綻懸念先以下 ③要注意先債権 ①＋②＋③計

実質破綻先 ①＋②計

２００８年９月末 7,232 5,926 13,158 148,811 161,970

２００９年３月末 8,564 4,416 12,980 168,843 181,824

２００９年９月末 9,822 4,577 14,399 175,292 189,691

金融再生法開示基準

④要管理債権 ①＋②＋④計

２００８年９月末 2,178 15,336

２００９年３月末 1,796 14,777

２００９年９月末 1,909 16,309

（３）債務者区分毎の引当額と引当率

実質破綻・破綻先債権 無担保部分の 100.00% 2,106百万円 100.00% 2,073百万円

破綻懸念先債権 無担保部分の 70.00% 675百万円 70.00% 654百万円

要管理先債権 無担保部分の 32.49% 517百万円 38.11% 581百万円

債　 権 　額の 21.94% 517百万円 26.85% 581百万円

その他要注意先債権 債　 権 　額の 0.95% 1,648百万円 0.88% 1,470百万円

正常先債権 債　 権 　額の 0.43% 546百万円 0.62% 813百万円

※要管理先債権等における大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、

  キャッシュ・フロー見積法により引き当てております。

２００９年９月末 ２００９年３月末
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（４）最終処理と新規発生

ａ．残高について（年間比較） （単位　百万円）

破産更生債権 危険債権 合計

09年3月末 8,564 4,416 12,980

09年9月末 9,822 4,577 14,399

09/03→09/09　新規増加 3,491 495 3,986

09/03→09/09　ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化 2,233 334 2,567

09/03→09/09　増減 1,258 161 1,419

b．ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化の内訳 （単位　百万円）

清算型処理 再建型処理 再建型処理に 債権流動化

（破産・会社更生） （民事再生） 伴う業況改善 RCC向け売却

08年9月期実績 - - - 172 -

09年9月期実績 - - - 515 -

（単位　百万円）

直接償却 その他 合計

（実質基準） 回収・返済 業況改善

08年9月期実績 - 2,669 2,590 79 2,841

09年9月期実績 - 2,052 2,005 47 2,567

４．保有株式について

（１）保有株式 （百万円）

取得原価ベース 時価ベース Ｔｉｅｒ１

２００８年９月末 9,641 9,185 14,614

２００９年３月末 10,701 8,736 15,552

２００９年９月末 8,985 7,997 15,544

※非上場株式は除く

５．貸出について

（１）業種別貸出残高 （百万円）

リスク管理債権ベース

総貸出残高 ３ヵ月以上延滞債権 貸出条件緩和債権 延滞債権 破綻先債権

卸・小売 ２００８年９月末 31,724 - 295 1,680 69

２００９年３月末 36,877 - 240 1,782 151

２００９年９月末 38,257 - 267 2,370 200

建設 ２００８年９月末 33,505 - 13 1,520 473

２００９年３月末 37,756 - 13 1,722 438

２００９年９月末 39,863 - 35 2,040 789

不動産 ２００８年９月末 46,395 - 234 1,200 608

２００９年３月末 51,143 - 61 1,241 615

２００９年９月末 53,078 - 492 1,203 608

金融・保険業 ２００８年９月末 16,239 - - 1,256 49

２００９年３月末 15,829 - 960 143 10

２００９年９月末 15,730 - 960 57 -

金融再生法開示債権ベース

総与信残高 要管理債権 危険債権 破産更生債権

卸・小売 ２００８年９月末 295 747 1,028

２００９年３月末 240 758 1,200

２００９年９月末 267 1,148 1,448

建設 ２００８年９月末 13 626 1,370

２００９年３月末 13 750 1,414

２００９年９月末 35 784 2,049

不動産 ２００８年９月末 234 402 1,405

２００９年３月末 61 352 1,505

２００９年９月末 492 256 1,559

金融・保険業 ２００８年９月末 - 1,256 49

２００９年３月末 960 41 112

２００９年９月末 960 42 15
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